（作成例）

南海トラフ地震対策計画

（南海トラフ地震防災対策規定）

（目的）

第１条　この地震対策は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第７条第１項の規定に基づき、南海トラフ地震に係る防災訓練等防災対策上必要な事項を定め、人命の安全及び被害の軽減を図ることを目的とする。

（組織）

第２条　南海トラフ地震が発生した場合における防災に関する業務を行う者の組織（以下「災害対策本部」という。）の構成、構成員の職務分担及び指揮命令系統は別表のとおりとする。

　注）　情報収集・伝達班、避難誘導班、消防班、救護班、施設点検班等の編成や責任者を明示することとするが、既に別計画で定めている場合はこれに準ずる。

（情報収集・伝達）

第３条　○○○（事業主、防火管理者、災害対策本部長等）は、地震発生直後、テレビ、ラジオ、防災行政無線、周辺の状況等から、津波警報や地震被害に関する情報の収集を行い、事業所内の全従業員・顧客等（船舶等により事業所外に出ている従業員を含む）に対し、所内放送・口頭等の方法により、必要な情報を直ちに伝達するものとする。

（避難）

第４条　○○○（事業主、防火管理者、災害対策本部長等）が定める緊急避難場所等は次表のとおりとする。

	緊急避難場所
	避難人員
	うち従業員
	うち顧客
	避難経路

	○○神社、○○小学校
	○人
	○人
	○人
	別添のとおり


注）１　避難場所等については、地域における避難場所と整合を図り、必要に応じて見直しを行うこととする。

２　○○○（事業主、防火管理者、災害対策本部長等）は、前項で定めた避難所等の位置及び当事業所からの避難経路を示す図面並びに円滑な避難のために必要な対策等を明示した書面を作成し、全従業員・顧客等に周知しるものとする。

（訓練）

第５条　○○○（事業主、防火管理者、災害対策本部長等）が行う防災訓練は次による。

なお、訓練は年１回以上行うものとする。また、地方公共団体、自主防災組織等が行う訓練には、積極的に参加するものとする。
　一　情報収集・伝達に関する訓練

　二　津波からの避難に関する訓練

　三　その他前各号を統合した総合防災訓練

（教育）

第６条　○○○（事業主、防火管理者、災害対策本部長等）は、従業員に対して、下記の事項を含む地震防災上必要な教育を行うほか、地方公共団体及び関係機関等が行う防災研修に参加させるものとする。
　一　南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識

　二　地震及び津波に関する一般的な知識

　三　地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識

　四　従業員等が果たすべき役割

　五　地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識

　六　今後地震対策として取り組む必要のある課題

（広報）

第７条　○○○（事業主、防火管理者、災害対策本部長等）は、事業所内の各所に、想定津波高・到達時間、避難場所、避難経路を示す図面等を掲示するものとする。

